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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第85期
第３四半期
連結累計期間

第86期
第３四半期
連結累計期間

第85期

会計期間
自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日

自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日

自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日

売上高 (千円) 2,894,734 3,227,992 3,985,724

経常利益 (千円) 462,581 513,851 546,367

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(千円) 385,286 423,082 508,992

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 540,641 246,032 612,970

純資産額 (千円) 4,792,406 5,074,024 4,894,139

総資産額 (千円) 6,776,222 6,831,570 6,882,062

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 39.09 41.57 51.43

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) 38.50 41.19 50.60

自己資本比率 (％) 70.2 74.2 70.8
 

 

回次
第85期
第３四半期
連結会計期間

第86期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成26年10月１日
至 平成26年12月31日

自 平成27年10月１日
至 平成27年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 19.46 4.83
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３.「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）等を適用し、第１四半期連結累

計期間より、「四半期（当期）純利益」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益」としておりま

す。

 

２ 【事業の内容】

   当第３四半期連結累計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更はありませ

ん。

   また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

 

当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生または前事業年度の有価証券報告書に記載した

事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

 

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

 

(1) 業績の状況

 

当第３四半期連結累計期間における世界経済は、雇用回復により米国の景気が堅調に推移したほか、欧州におい

ても緩やかな景気回復が続きました。一方、中国経済は下振れリスクが懸念される不安定な状況が続きました。わ

が国の経済につきましては、堅調な企業業績で景気は緩やかに回復基調にあるものの、中国経済をはじめとする新

興国経済の成長鈍化もあり、全体として不透明感が広がる傾向にありました。

 

このような中、当社グループは、引き続き経営基本方針である「業界をリードする製品事業の拡充」「受託事業

強化」「早い変化に対応できる経営基盤の整備」のもと、当社グループの強みであり基盤である研磨・塗布技術に

更なる磨きをかけ、顧客ニーズに合った製品開発、サービスの提供を目指す各種取り組みを進めてまいりました。

　

売上面においては、経営基本方針の「業界をリードする製品事業の拡充」では、光ファイバー関連市場、ハード

ディスク関連市場、自動車・一般研磨関連市場向けが好調であり、前年同期比売上が増加いたしました。

「受託事業強化」では、受託元の在庫調整などにより低調でありました。

 この結果、当第３四半期連結累計期間における売上高は32億27百万円（前年同期比11.5%増）となりました。

 

損益面においては、営業利益は４億27百万円（前年同期比35.0%増）となりました。

 営業利益の前年同期比増加の主な要因は、「製品事業」における売上の増加、および付加価値の高い製品の売上

比率が増加したことに伴い売上総利益率が改善したことによるものであります。

経常利益は、マレーシアリンギット安が進行したことが主要因で為替差益76百万円が発生した結果、５億13百万

円（前年同期比11.1%増）となりました。

以上の結果、親会社株主に帰属する四半期純利益は４億23百万円（前年同期比9.8%増）となりました。
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セグメント別の業績は次のとおりであります。

 

・製品事業

 製品事業の売上高は、29億89百万円（前年同期比15.6%増）となりました。光ファイバー関連市場、ハードディ

スク関連市場、半導体関連市場等における研磨フィルム・ダイヤモンド研磨フィルムなど、自動車・一般研磨関

連市場等でのVARIOFILMなどの売上が増加しました。

 この結果、セグメント利益は６億87百万円（前年同期比56.4%増）となりました。

 

・受託事業

 受託事業の売上高は、２億38百万円（前年同期比22.8%減）となりました。受託元の在庫調整などにより売上が

減少した結果、セグメント損失は２億60百万円（前年同期は１億23百万円のセグメント損失）となりました。

 

(2) 財政状態の分析

 

(総資産)

当第３四半期連結会計期間末の総資産は68億31百万円となり、前連結会計年度末に比べて50百万円減少いたしま

した。主な内容は、受取手形及び売掛金の減少１億23百万円、電子記録債権の増加99百万円、有形固定資産の減少

29百万円等であります。

 

(負債)

負債の部は17億57百万円となり、前連結会計年度末に比べて２億30百万円減少いたしました。主な内容は、買掛

金の減少64百万円、短期借入金の減少30百万円、社債の減少61百万円、長期借入金の減少79百万円等であります。

 

(純資産)

純資産の部は50億74百万円となり、前連結会計年度末に比べて１億79百万円増加いたしました。主な内容は、親

会社株主に帰属する四半期純利益４億23百万円、配当金の支払による利益剰余金の減少78百万円、為替換算調整勘

定の減少１億77百万円等であります。

 

この結果、当第３四半期連結会計期間末の自己資本比率は、74.2％となりました。

 

 

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題は

ありません。

 

(4) 研究開発活動

当第３四半期連結累計期間の研究開発費の総額は11百万円であります。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 42,780,000

計 42,780,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数(株)
(平成27年12月31日)

提出日現在発行数(株)
(平成28年２月５日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 10,696,320 10,696,320
東京証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ
(スタンダード)

(注 1 , 注 2)

計 10,696,320 10,696,320 ― ―
 

(注) １ 完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であります。

２ 単元株式数は100株であります。

 

(2) 【新株予約権等の状況】

 

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

 

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成27年12月31日 ― 10,696,320 ― 1,998,700 ― 499,675
 

 

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   平成27年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ─ ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ─ ― ―

議決権制限株式(その他) ─ ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式   106,000

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 10,547,100 105,471 ―

単元未満株式 普通株式    43,220 ― ―

発行済株式総数 10,696,320 ― ―

総株主の議決権 ― 105,471 ―
 

(注)１ 当第３四半期会計期間末日現在の「発行済株式」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日(平成27年９月30日)に基づく株主名簿による記載をしており

ます。

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式48株が含まれております。

３．「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が900株(議決権の

数９個)含まれております。

 

② 【自己株式等】

  平成27年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
Mipox株式会社

東京都立川市曙町
二丁目34番７号
ファーレイーストビル６階

106,000 ─ 106,000 0.99

計 ― 106,000 ─ 106,000 0.99
 

(注) 上記のほか、株主名簿上は資産管理サービス信託銀行株式会社(信託Ｅ口)名義となっておりますが、実質的

には当社が保有している株式が376,900株(議決権の数3,769個)あります。

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成27年10月１日から平成

27年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成27年４月１日から平成27年12月31日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、明治アーク監査法人による四半期レビューを受けております。

なお、従来、当社が監査証明を受けているアーク監査法人は、平成28年１月４日付で明治監査法人と合併し、名称

を明治アーク監査法人に変更しております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

 

 

           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成27年12月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 2,144,787 2,186,663

  受取手形及び売掛金 1,067,491 ※  943,637

  電子記録債権 32,810 132,722

  商品及び製品 220,214 240,196

  仕掛品 395,274 407,066

  原材料及び貯蔵品 133,734 110,153

  繰延税金資産 155,010 166,260

  その他 134,473 98,051

  貸倒引当金 △1,710 △1,619

  流動資産合計 4,282,086 4,283,132

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物 3,896,471 3,914,993

   機械装置及び運搬具 1,689,011 1,689,877

   土地 186,890 186,890

   その他 499,377 513,058

   減価償却累計額 △3,984,181 △4,046,587

   有形固定資産合計 2,287,570 2,258,231

  無形固定資産 214,028 206,022

  投資その他の資産   

   投資有価証券 32,722 32,722

   繰延税金資産 89 83

   その他 72,385 58,197

   貸倒引当金 △6,819 △6,819

   投資その他の資産合計 98,377 84,184

  固定資産合計 2,599,976 2,548,438

 資産合計 6,882,062 6,831,570
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成27年12月31日)

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 232,592 167,803

  短期借入金 30,000 -

  1年内償還予定の社債 83,200 83,200

  1年内返済予定の長期借入金 100,898 86,848

  未払法人税等 76,014 42,594

  賞与引当金 53,537 43,329

  役員賞与引当金 - 22,760

  株式給付引当金 - 83,447

  その他 298,775 317,038

  流動負債合計 875,018 847,021

 固定負債   

  社債 514,500 452,900

  長期借入金 295,406 230,270

  繰延税金負債 24,922 34,394

  株式給付引当金 60,079 -

  退職給付に係る負債 112,975 109,806

  その他 105,020 83,154

  固定負債合計 1,112,904 910,524

 負債合計 1,987,922 1,757,546

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 1,998,700 1,998,700

  資本剰余金 1,662,623 1,603,343

  利益剰余金 1,186,792 1,531,170

  自己株式 △288,677 △198,831

  株主資本合計 4,559,438 4,934,382

 その他の包括利益累計額   

  為替換算調整勘定 312,346 135,296

  その他の包括利益累計額合計 312,346 135,296

 新株予約権 22,354 4,345

 純資産合計 4,894,139 5,074,024

負債純資産合計 6,882,062 6,831,570
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(2) 【四半期連結損益及び包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年12月31日)

売上高 2,894,734 3,227,992

売上原価 1,580,160 1,548,983

売上総利益 1,314,573 1,679,008

販売費及び一般管理費 998,065 1,251,752

営業利益 316,508 427,256

営業外収益   

 受取利息 699 325

 受取賃貸料 11,185 6,628

 為替差益 141,742 76,180

 受取保険金 6,287 3,401

 その他 3,615 13,198

 営業外収益合計 163,530 99,734

営業外費用   

 支払利息 8,354 7,513

 賃貸費用 3,422 1,916

 支払保証料 3,341 3,460

 その他 2,339 248

 営業外費用合計 17,457 13,139

経常利益 462,581 513,851

特別利益   

 固定資産売却益 610 9,882

 新株予約権戻入益 2,209 9,522

 特別利益合計 2,819 19,404

特別損失   

 固定資産除却損 1,031 13,806

 会員権評価損 - 2,200

 特別損失合計 1,031 16,006

税金等調整前四半期純利益 464,369 517,249

法人税、住民税及び事業税 76,429 95,748

法人税等調整額 2,653 △1,581

法人税等合計 79,083 94,166

四半期純利益 385,286 423,082

（内訳）   

親会社株主に帰属する四半期純利益 385,286 423,082

非支配株主に帰属する四半期純利益 - -

その他の包括利益   

 為替換算調整勘定 155,354 △177,049

 その他の包括利益合計 155,354 △177,049

四半期包括利益 540,641 246,032

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 540,641 246,032

 非支配株主に係る四半期包括利益 - -
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【注記事項】

(会計方針の変更等)

(企業結合に関する会計基準等の適用)

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成25年９月13日。以下「連結会計基準」と

いう。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成25年９月13日。以下「事業分離等会計

基準」という。）等を、第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社の持

分変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用として計上

する方法に変更いたしました。また、第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合については、暫定的

な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の四半期連結財務諸

表に反映させる方法に変更いたします。加えて、四半期純利益等の表示の変更を行っております。当該表示の変更

を反映させるため、前第３四半期連結累計期間については、四半期連結財務諸表の組替えを行っております。

企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項（４）、連結会計基準第44－５項（４）及

び事業分離等会計基準第57－４項（４）に定める経過的な取扱いに従っており、第１四半期連結会計期間の期首時

点から将来にわたって適用しております。

なお、当第３四半期連結累計期間において、四半期連結財務諸表に与える影響額はありません。

 
(四半期連結貸借対照表関係)

※ 四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。

なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形

が、四半期連結会計期間末残高に含まれております。

 
前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成27年12月31日)

 
受取手形

 
― 千円

 
1,191千円

 

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。

なお、第３四半期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであり

ます。

 
前第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
 至 平成26年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
 至 平成27年12月31日)

 
減価償却費

 
182,454千円

 
251,219千円
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(株主資本等関係)

前第３四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年12月31日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月26日
定時株主総会

普通株式 51,103 5.00 平成26年３月31日 平成26年６月27日 利益剰余金
 

(注) 平成26年６月26日定時株主総会決議による配当金の総額には、株式給付信託(J-ESOP)の導入により設定した信

託が保有する自社の株式に対する配当金1,884千円が含まれております。

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

 

該当事項はありません。

 

当第３四半期連結累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年12月31日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月26日
定時株主総会

普通株式 78,705 7.50 平成27年３月31日 平成27年６月29日 利益剰余金
 

(注) 平成27年６月26日定時株主総会決議による配当金の総額には、株式給付信託(J-ESOP)の導入により設定した信

託が保有する自社の株式に対する配当金2,826千円が含まれております。

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

 

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間(自 平成 26年４月１日 至 平成26年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    (単位：千円)

 

報告セグメント 四半期連結
損益及び包括利
益計算書計上額製品事業 受託事業 合計

売上高
    

 外部顧客への売上高 2,585,951 308,782 2,894,734 2,894,734

 セグメント間の内部売上高
 又は振替高

― ― ― ―

計 2,585,951 308,782 2,894,734 2,894,734

セグメント利益又は損失(△) 439,536 △123,028 316,508 316,508
 

(注) セグメント利益又は損失(△)の合計額は、四半期連結損益及び包括利益計算書の営業利益と

一致しております。

 

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間(自 平成 27年４月１日 至 平成27年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    (単位：千円)

 

報告セグメント 四半期連結
損益及び包括利
益計算書計上額製品事業 受託事業 合計

売上高
    

 外部顧客への売上高 2,989,477 238,514 3,227,992 3,227,992

 セグメント間の内部売上高
 又は振替高

― ― ― ―

計 2,989,477 238,514 3,227,992 3,227,992

セグメント利益又は損失(△) 687,444 △260,187 427,256 427,256
 

(注) セグメント利益又は損失(△)の合計額は、四半期連結損益及び包括利益計算書の営業利益と

一致しております。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の

基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日)

(1) １株当たり四半期純利益金額  39円09銭 41円57銭

    (算定上の基礎)    

親会社株主に帰属する
四半期純利益金額

（千円） 385,286 423,082

   普通株主に帰属しない金額 （千円） ― ―

普通株式に係る親会社株主に
帰属する四半期純利益金額

（千円） 385,286 423,082

    普通株式の期中平均株式数(株)  9,857,042 10,177,816

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 38円50銭 41円19銭

  （算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する
四半期純利益調整額

（千円） ― ―

 普通株式増加数(株)  151,115 94,402

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式で、前
連結会計年度末から重要な変動があったものの概要

― ―

 

(注) 株主資本において自己株式として計上されている信託に残存する自社の株式は、１株当たり四半期純利益金額

の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。

１株当たり四半期純利益金額の算定上、控除した当該自己株式の期中平均株式数は前第３四半期連結累計期間

376,900株、当第３四半期連結累計期間376,900株であります。

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２ 【その他】

 

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成28年２月４日

Mipox株式会社

取締役会  御中

 

明治アーク監査法人
 

 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士   上   田   正   樹   印

 

 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士   二   口   嘉   保   印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているMipox株式会社

の平成27年４月１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成27年10月１日から平成

27年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年12月31日まで）に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益及び包括利益計算書及び注記について四半期レビューを

行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、Mipox株式会社及び連結子会社の平成27年12月31日現在の財政状態

及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重

要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以  上

 
 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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